















（1969, p.3）では, 「算数のもつ簡潔性, 論理性, 統合
性などに基づいた構成の美しさを感得し, それに満
足感をおぼえるところまで発展させることが望まし






れ, そして, 文部省（1999, p.19）では, 「「算数には, 
どのようなよさがあるか」についていえば, 有用性, 




まれるよさがあるし, 数学的な思考, 判断, 表現等に
含まれるよさがある. どのようなよさかといえば, 有
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  新村（1964, p.1123, p.1174）によると, 審美は, 「美









































　特に, ③～⑦に関して, 中島（1981）は, 「広い意味
で, 規則性, 正常性, 対称性に視点を置いているとみ




  それでは, 児童を含め, 人は, 数学のどのような具
体的な側面を美（または醜）とするのか. これに対
して, 中島（1981）は, 「一般的には, 図形のような「形」
を持ったものに関する直観に基づく「美しさ」とい
うよりは, むしろ, 簡潔, 明確, 統合といった視点に価
値を認め, 次々に追求してその実現を図っていく過






て, 白石（1996）は, 審美感の働く対象として, 「デザ
イン, リズム, 調和, 統一性, 理想性, 対称性, 漸進性, 









白石利夫（1996）の見解から, 事項として, 「安定性, 















































































































































































において, 項目３, ４, ５, ７, ８, ９, 10, 11, 16, 17, 18, 







































































































































































因子１：因子を構成する項目番号は, 29, 28, 25, 22, 
36, 33であり,  これらの項目に関する事項









因子２：因子を構成する項目番号は, 14, 12, 6, 13, 
15, ２であり, これらの項目に関する事項



















































因子分析を行い, GFI（Goodness of Fit Index：適合
度 指 標 ）, AGFI（Adjusted Goodness of Fit Index：
修正適合度指標）, CFI（Comparative Fit Index：比















を判断する。一般的に, RMSEAは, 0.08以下であれば, 
当てはまりがよいとされている」（朝野・鈴木・小
島, 2005）。各項目において, 上述したそれぞれの値
は, GFI＝0.942, AGFI＝0.914, CFI＝0.954, RMSEA＝
0.067であった。これらの値は, 上述した条件を満た
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